
　

：平成３１年４月改定箇所

　１　　訪問型サービス費（みなし）

　２　　訪問型サービス費（独自）

　３　　訪問型サービス費（独自／定率）

　４　　訪問型サービス費（独自／定額）

　５　　通所型サービス費（みなし）

　６　　通所型サービス費（独自）

　７　　通所型サービス費（独自／定率）

　８　　通所型サービス費（独自／定額）

　９　　その他生活支援サービス費（配食／定率）

　１０　その他生活支援サービス費（配食／定額）

　１１　その他生活支援サービス費（見守り／定率）

　１２　その他生活支援サービス費（見守り／定額）

　１３　その他生活支援サービス費（その他／定率）

　１４　その他生活支援サービス費（その他／定額）

　１５　介護予防ケアマネジメント費

介護予防・日常生活支援総合事業の
　算　定　構　造

Ⅴ－資料４



１　訪問型サービス費（みなし）

注 注 注 注 注
介護職員初任者
研修課程を修了し
たサービス提供責
任者を配置してい
る場合

事業所と同一建物
の利用者又はこれ
以外の同一建物の
利用者20人以上
にサービスを行う場
合

特別地域加算 中山間地域等にお
ける小規模事業所
加算

中山間地域等に居
住する者へのサー
ビス提供加算

（１）生活機能向上連携加算（Ⅰ）
　　（１月につき　＋１００単位）

（２）生活機能向上連携加算（Ⅱ）
　　（１月につき　＋２００単位）

（１）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　（1月につき　＋所定単位×１３７／１０００）

（２）介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　（1月につき　＋所定単位×１００／１０００）

（３）介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　（1月につき　＋所定単位×５５／１０００）

（４）介護職員処遇改善加算（Ⅳ）
　　（１月につき　＋（３）の９０／１００）

（５）介護職員処遇改善加算（Ⅴ）
　　（1月につき　＋（３）の８０／１００）

　

　 　：　「特別地域加算」、「中山間地域等における小規模事業所加算」、「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」、「介護職員処遇改善加算」は、支給限度額管理の対象外の算定項目

基本部分

イ　訪問型サービス費
　　　（みなし）（Ⅰ）

事業対象者・要支援１・２
　　　週1回程度の訪問型サービス
　　　（みなし）が必要とされた者
　　　（１月につき　１，１６８単位、１日につき　３８単位）

×７０／１００ ×９０／１００ ＋１５／１００ ＋１０／１００ ＋５／１００

ロ　訪問型サービス費
　　　（みなし）（Ⅱ）

事業対象者・要支援１・２
　　　週２回程度の訪問型サービス
　　　（みなし）が必要とされた者
　　　（１月につき　２，３３５単位、１日につき　７７単位）

ハ　訪問型サービス費
　　　（みなし）（Ⅲ）

事業対象者・要支援２
　　　週２回を超える程度の訪問型
　　　サービス（みなし）が必要とされた者
　　　（１月につき　３，７０４単位、１日につき　１２２単位）

ニ　訪問型サービス費
　　　（みなし）（Ⅳ）

事業対象者・要支援１・２
　　　週1回程度の訪問型サービス
　　　（みなし）が必要とされた者
　　　（１回につき　２６６単位）
　　　※１月の中で全部で４回までのサービスを行った場合

ホ　訪問型サービス費
　　　（みなし）（Ⅴ）

事業対象者・要支援１・２
　　　週２回程度の訪問型サービス
　　　（みなし）が必要とされた者
　　　（１回につき　２７０単位）
　　　※１月の中で全部で５回から８回までのサービスを
　　　　行った場合

リ　生活機能向上連携加算

ヌ　介護職員処遇改善加算

注
所定単位は、イからリまでにより算定した単
位数の合計

　：　支給限度額管理の対象の算定項目

ヘ　訪問型サービス費
　　　（みなし）（Ⅵ）

事業対象者・要支援２
　　　週２回を超える程度の訪問型
　　　サービス（みなし）が必要とされた者
　　　（１回につき　２８５単位）
　　　※１月の中で全部で９回から１２回までのサービスを
　　　　行った場合

ト　訪問型サービス費
　　　（みなし）
　　　（短時間サービス）

事業対象者、要支援１・２
　　　２０分未満の訪問型サービス
　　　　（１回につき　１６５単位）
　　　※１月につき２２回まで算定可能

チ　初回加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１月につき　＋２００単位）

[脚注]
１．単位数算定記号の説明

＋○○単位 ⇒ 所定単位数 ＋ ○○単位
－○○単位 ⇒ 所定単位数 － ○○単位
×○○／１００ ⇒ 所定単位数 × ○○／１００
＋○○／１００ ⇒ 所定単位数 ＋ 所定単位数×○○／１００
●単位 ⇒ 市町村が定める単位数
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２　訪問型サービス費（独自）

注 注 注 注 注
介護職員初任者
研修課程を修了し
たサービス提供責
任者を配置してい
る場合

事業所と同一建物
の利用者又はこれ
以外の同一建物の
利用者20人以上
にサービスを行う場
合

特別地域加算 中山間地域等にお
ける小規模事業所
加算

中山間地域等に居
住する者へのサー
ビス提供加算

（１）生活機能向上連携加算（Ⅰ）
　　（１月につき　＋●●単位）

（２）生活機能向上連携加算（Ⅱ）
　　（１月につき　＋●●単位）

（１）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　（1月につき　＋所定単位×１３７／１０００）

（２）介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　（1月につき　＋所定単位×１００／１０００）

（３）介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　（1月につき　＋所定単位×５５／１０００）

（４）介護職員処遇改善加算（Ⅳ）
　　（１月につき　＋（３）の９０／１００）

（５）介護職員処遇改善加算（Ⅴ）
　　（1月につき　＋（３）の８０／１００）

　

　 　：　「特別地域加算」、「中山間地域等における小規模事業所加算」、 「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」、「介護職員処遇改善加算」は、支給限度額管理の対象外の算定項目

●単位

３　訪問型サービス費（独自／定率）
　　　算定構造は市町村が定める。ただし、対象者は、事業対象者・要支援１・２とする。

４　訪問型サービス費（独自／定額）
　　　算定構造は市町村が定める。ただし、対象者は、事業対象者・要支援１・２とする。

ニ　訪問型サービス費
　　　（独自）（Ⅳ）

事業対象者・要支援１・２
　　　週1回程度の訪問型サービス
　　　（独自）が必要とされた者
　　　（１回につき　●単位）
　　　※１月の中で全部で４回までのサービスを行った場合

ホ　訪問型サービス費
　　　（独自）（Ⅴ）

事業対象者・要支援１・２
　　　週２回程度の訪問型サービス
　　　（独自）が必要とされた者
　　　（１回につき　●単位）
　　　※１月の中で全部で５回から８回までのサービスを
　　　　行った場合

ヘ　訪問型サービス費
　　　（独自）（Ⅵ）

事業対象者・要支援２
　　　週２回を超える程度の訪問型
　　　サービス（独自）が必要とされた者
　　　（１回につき　●単位）
　　　※１月の中で全部で９回から１２回までのサービスを
　　　　行った場合

＋１５／１００

　：　国が定める単位数以下で市町村が定める単位数。国が定める単位数は、訪問型サービス（みなし）と同じとする。

ヌ　介護職員処遇改善加算

リ　生活機能向上連携加算

注
所定単位は、イからリまでにより算定した単
位数の合計

　：　支給限度額管理の対象の算定項目

ト　訪問型サービス費
　　　（独自）
　　　（短時間サービス）

事業対象者、要支援１・２
　　　２０分未満の訪問型サービス
　　　　（１回につき　●単位）
　　　※１月につき２２回まで算定可能

チ　初回加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１月につき　＋●単位）

＋１０／１００ ＋５／１００

ロ　訪問型サービス費
　　　（独自）（Ⅱ）

基本部分

イ　訪問型サービス費
　　　（独自）（Ⅰ）

事業対象者・要支援１・２
　　　週1回程度の訪問型サービス
　　　（独自）が必要とされた者
　　　（１月につき　●単位、１日につき　●単位）

×７０／１００ ×９０／１００

事業対象者・要支援１・２
　　　週２回程度の訪問型サービス
　　　（独自）が必要とされた者
　　　（１月につき　●単位、１日につき　●単位）

ハ　訪問型サービス費
　　　（独自）（Ⅲ）

事業対象者・要支援２
　　　週２回を超える程度の訪問型
　　　サービス（独自）が必要とされた者
　　　（１月につき　●単位、１日につき　●単位）
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５　通所型サービス費（みなし）

注 注 注

利用者の数が利
用定員を超える場
合

又
は

看護・介護職員の
員数が基準に満
たない場合

中山間地域等に
居住する者への
サービス提供加
算

若年性認知症利
用者受入加算

事業所と同一建
物に居住する者
又は同一建物か
ら利用する者に通
所型サービスを行
う場合

運動器機能向上及び栄養改善
　　　　　　（１月につき　４８０単位を加算）

運動器機能向上及び口腔機能向上
　　　　　　（１月につき　４８０単位を加算）

栄養改善及び口腔機能向上
　　　　　　（１月につき　４８０単位を加算）

（２）　選択的サービス複数実施
　　加算（Ⅱ）

運動器機能向上、栄養改善及び口腔機能向上
　　　　　　（１月につき　７００単位を加算）

事業対象者・要支援１
　（１月につき　７２単位を加算）

事業対象者・要支援２
　（１月につき　１４４単位を加算）

事業対象者・要支援１
　（１月につき　４８単位を加算）

事業対象者・要支援２
　（１月につき　９６単位を加算）

事業対象者・要支援１
　（１月につき　２４単位を加算）

事業対象者・要支援２
　（１月につき　４８単位を加算）

　：　支給限度額管理の対象の算定

　：　「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」、「サービス提供体制強化加算」、「介護職員処遇改善加算」は、支給限度額管理の対象外の算定項目

（２）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ

（３）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

（１）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　（1月につき　＋所定単位×５９／１０００）

（２）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　（1月につき　＋所定単位×４３／１０００）

（３）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　（1月につき　＋所定単位×２３／１０００）

（４）　介護職員処遇改善加算（Ⅳ）
　　　　　　　　　　（1月につき　＋（３）の９０／１００）

　

ル　介護職員処遇
　改善加算

（５）　介護職員処遇改善加算（Ⅴ）
　　　　　　　　　　（1月につき　＋（３）の８０／１００）

１月につき
＋２４０単位

－３７６単位

注
所定単位は、イからヌまでにより算定
した単位数の合計

ニ　栄養改善加算　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　（1月につき　１５０単位を加算）

ホ　口腔機能向上加算　　　 　　　　　　　　　　 　　　(1月につき　１５０単位を加算）

ヘ　選択的サービス
  複数実施加算

（１）　選択的サービス複数実施
　　加算（Ⅰ）

ト　事業所評価加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　１２０単位を加算）

チ　サービス提供
  体制強化加算

（１）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ

基本部分

注

イ　通所型サービス費（みなし）
事業対象者・要支援１
　（1回につき　３７８単位）
　※１月の中で全部で４回までのサービスを
　　行った場合

－３７６単位

事業対象者・要支援２
　（1月につき３，３７７単位、１日につき１１１単位）

－７５２単位

事業対象者・要支援１
　（1月につき１，６４７単位、１日につき５４単位）

×７０／１００

事業対象者・要支援２
　（1回につき　３８９単位）
　※１月の中で全部で５回から８回までの
　　サービスを行った場合

－７５２単位

リ　生活機能向上連携加算　　　　　　　　（１月につき　200単位を加算）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※ただし、運動器機能向上加算を算定している場合は、１月につき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋１００単位）

ヌ　栄養スクリーニング加算　　　　　　　　（１回につき　５単位を加算）（６月に１回を限度）

ロ　生活機能向上グループ活動加算　         　　　　（1月につき　１００単位を加算）

ハ　運動器機能向上加算　 　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　２２５単位を加算）

×７０／１００ ＋５／１００
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６　通所型サービス費（独自）

注 注 注

利用者の数が利
用定員を超える場
合

又
は

看護・介護職員の
員数が基準に満
たない場合

中山間地域等に
居住する者への
サービス提供加
算

若年性認知症利
用者受入加算

事業所と同一建
物に居住する者
又は同一建物か
ら利用する者に通
所型サービスを行
う場合

運動器機能向上及び栄養改善
　　　　　　（１月につき　●単位を加算）

運動器機能向上及び口腔機能向上
　　　　　　（１月につき　●単位を加算）

栄養改善及び口腔機能向上
　　　　　　（１月につき　●単位を加算）

（２）　選択的サービス複数実施
　　加算（Ⅱ）

運動器機能向上、栄養改善及び口腔機能向上
　　　　　　（１月につき　●単位を加算）

事業対象者・要支援１
　（１月につき　●単位を加算）

事業対象者・要支援２
　（１月につき　●単位を加算）

事業対象者・要支援１
　（１月につき　●単位を加算）

事業対象者・要支援２
　（１月につき　●単位を加算）

事業対象者・要支援１
　（１月につき　●単位を加算）

事業対象者・要支援２
　（１月につき　●単位を加算）

　：　支給限度額管理の対象の算定

　：　「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」、「サービス提供体制強化加算」、「介護職員処遇改善加算」は、支給限度額管理の対象外の算定項目

●単位

７　通所型サービス費（独自／定率）
　　　算定構造は市町村が定める。ただし、対象者は、事業対象者・要支援１・２とする。

８　通所型サービス費（独自／定額）
　　　算定構造は市町村が定める。ただし、対象者は、事業対象者・要支援１・２とする。

（１）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　（1月につき　＋所定単位×５９／１０００）

（２）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　（1月につき　＋所定単位×４３／１０００）

（３）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　（1月につき　＋所定単位×２３／１０００）

（４）　介護職員処遇改善加算（Ⅳ）
　　　　　　　　　　（1月につき　＋（３）の９０／１００）

　：　国が定める単位数以下で市町村が定める単位数。国が定める単位数は、通所型サービス（みなし）と同じとする。

ル　介護職員処遇
　改善加算

注
所定単位は、イからヌまでにより算定
した単位数の合計

ト　事業所評価加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　●単位を加算）

チ　サービス提供
  体制強化加算

（１）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ

（２）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ

（３）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

リ　生活機能向上連携加算　　　　　　　　（１月につき　●単位を加算）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※ただし、運動器機能向上加算を算定している場合は、１月につき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋●単位）

ヌ　栄養スクリーニング加算　　　　　　　　（１回につき　●単位を加算）（６月に１回を限度）

　

（５）　介護職員処遇改善加算（Ⅴ）
　　　　　　　　　　（1月につき　＋（３）の８０／１００）

ホ　口腔機能向上加算　　　 　　　　　　　　　　 　　　(1月につき　●単位を加算）

イ　通所型サービス費（独自）

事業対象者・要支援１
　（1月につき　●単位、１日につき　●単位）

ハ　運動器機能向上加算　 　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　●単位を加算）

事業対象者・要支援２
　（1月につき　●単位、１日につき　●単位）

ヘ　選択的サービス
  複数実施加算

（１）　選択的サービス複数実施
　　加算（Ⅰ）

ニ　栄養改善加算　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　（1月につき　●単位を加算）

１月につき
＋●単位

－●単位

事業対象者・要支援２
　（1回につき　●単位）
　※１月の中で全部で５回から８回までの
　　サービスを行った場合

ロ　生活機能向上グループ活動加算　         　　　（1月につき　●単位を加算）

事業対象者・要支援１
　（1回につき　●単位）
　※１月の中で全部で４回までのサービスを
　　行った場合

－●単位

基本部分

注

－●単位

×７０／１００ ×７０／１００

－●単位

＋５／１００
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９　　その他の生活支援サービス費（配食／定率）
　　　　　算定構造は市町村が定める。ただし、対象者は、事業対象者・要支援１・２とする。

１０　その他の生活支援サービス費（配食／定額）
　　　　　算定構造は市町村が定める。ただし、対象者は、事業対象者・要支援１・２とする。

１１　その他の生活支援サービス費（見守り／定率）
　　　　　算定構造は市町村が定める。ただし、対象者は、事業対象者・要支援１・２とする。

１２　その他の生活支援サービス費（見守り／定額）
　　　　　算定構造は市町村が定める。ただし、対象者は、事業対象者・要支援１・２とする。

１３　その他の生活支援サービス費（その他／定率）
　　　　　算定構造は市町村が定める。ただし、対象者は、事業対象者・要支援１・２とする。

１４　その他の生活支援サービス費（その他／定額）
　　　　　算定構造は市町村が定める。ただし、対象者は、事業対象者・要支援１・２とする。

１５　介護予防ケアマネジメント費
　　　　　対象者は、事業対象者・要支援１・２とする。

●単位 ：　国が定める単位数以下で市町村が定める単位数。国が定める単位数は、以下のとおりとする。
　　イ　介護予防ケアマネジメント費　　４３０単位
　　ロ　初回加算　　３００単位
　　ハ　介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算　３００単位

基本部分

イ　介護予防ケアマネジメント費（1月につき）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（●単位）

ロ　初回加算　　　　　　　　　　（＋●単位）

ハ　介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（＋●単位）
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